
流
山
セ
ン
ト
ラ
ル
パ
ー

ク
駅
前
周
辺
で
は
、
『
運

動
公
園
周
辺
一
体
型
土
地

区
画
整
理
事
業
』
（
施
行

者:

千
葉
県
）
が
行
わ
れ
、

今
年
７
月
１
日
か
ら
、
駅

東
側
に
市
有
地
１
㌶
の
使

用
収
益
が
開
始
さ
れ
ま
し

た
。流

山
市
は
、
今
年
２
月

か
ら
庁
内
検
討
を
開
始
し

ま
し
た
が
、
Ｈ
19
年
度
当

初
予
算
に
盛
り
込
み
ま
せ

ん
で
し
た
。
そ
の
理
由
は
、

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
を
始

め
、
当
該
用
地
周
辺
に
公

共
公
益
施
設
が
概
ね
充
足

し
て
い
る
こ
と
、
各
課
に

活
用
方
策
を
照
会
し
た
が

意
見
が
な
か
っ
た
か
ら
で

す
。と

こ
ろ
が
、
９
月
議
会

の
冒
頭
、
市
長
が
早
期
活

用
を
表
明
。
市
民
要
望
も

聞
か
ず
、
事
業
内
容
の
具

体
化
も
せ
ず
、
『
基
本
的

活
用
事
項
』
だ
け
の
「
土

地
活
用
」
が
優
先
さ
れ
る

こ
と
に
な
っ
た
の
で
す
。

日本共産党流山市議団
高 野 と も 7155-1683
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小田桐たかし 7154-0878
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２００７年１１月 ７日

日
本
共
産
党
は
９
月
市

議
会
で
、
「
土
地
の
早
期

活
用
で
は
な
く
、
市
民
と

検
討
・
協
議
を
」
と
提
案

し
ま
し
た
が
、
市
は
「
ま

ち
づ
く
り
の
先
導
役
と
し

て
必
要
」
と
い
う
だ
け
で
、

市
民
に
と
っ
て
の
必
要
性
、

採
算
性
、
緊
急
性
を
明
確

に
示
す
こ
と
が
で
き
ま
せ

ん
で
し
た
。

周
辺
開
発
も
大
幅
に
遅

れ
て
い
る
い
ま
、
住
民
要

望
の
変
化
、
地
域
間
格
差

の
拡
大
も
懸
念
さ
れ
ま
す
。

又
、
Ｒ
Ｆ
Ｐ
方
式
は
、
財

界
主
導
で
推
進
さ
れ
る
た

め
、
市
民
要
望
が
二
の
次

さ
れ
る
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

住
民
本
位
の
ま
ち
づ
く

り
、
ど
こ
で
も
安
心
し
て

住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
づ

く
り
を
維
持
す
る
た
め
に
、

早
期
活
用
あ
り
き
で
は
な

く
、
暫
定
利
用
も
含
め
、

市
民
と
充
分
な
協
議
、
検

討
を
重
ね
る
こ
と
こ
そ
、

い
ま

必

要
で

は

な
い

で

し
ょ

う

か
。

市
民
と
一
緒
に
検
討
を

早
期
活
用
あ
り
き
で
事
業
化
？

そ
こ
で
、
突
如
、
導
入

さ
れ
た
の
が
Ｒ
Ｆ
Ｐ
方
式
。

小
山
小
学
校
や
福
祉
施
設

の
建
設
・
運
営
で
導
入
し

た
Ｐ
Ｆ
Ｉ
方
式
よ
り
も
、

さ
ら
に
民
間
参
入
の
自
由

度
＝
も
う
け
が
優
先
で
き

る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

し
か
も
、
市
議
会
特
別

委
員
会
協
議
会
で
は
、
担

当
部
長
が
「
地
価
の
高
騰

か
ら
、
あ
る
程
度
の
高
層

化
も
考
え
ら
れ
る
」
と
し
、

低
層
部
分
は
公
共
公
益
施

設
、
そ
れ
以
外
は
賃
貸
住

宅
の
場
合
も
否
定
し
て
い

ま
せ
ん
。

こ
れ
で
は
、
市
民
の
貴

重
な
財
産
が
、
市
民
の
た

め
で
は
な
く
、
い
ち
民
間

事
業
者
の
も
う
け
道
具
に

さ
れ
て
し
ま
う
の
で
は
な

い
で
し
ょ
う
か
。

今
年
７
月
１
日
付
で
供
用
開
始
と
な
っ
た
流
山
セ
ン
ト
ラ
ル
パ
ー
ク
駅
前
の
市
有

地
活
用
を
め
ぐ
っ
て
、
様
々
な
問
題
が
９
月
市
議
会
で
噴
出
し
ま
し
た
。

【基本的活用事項】
①教育･文化･子育て･健康など

地域核になる施設を含むもの。

②借地利用とすること。

③事業費（建設費や運営費）

への市負担をできる限り少な

くすること。

市
有
地
が
事
業
者
の
も
う
け
道
具
に

RFP(Request For Proposalsの略)は、公

有地を含む面整備に、①投資家や金融機関、

開発事業者の意見を計画から盛り込み、②

民間参入の自由度をより高める等が目的で

す。社団法人日本プロジェクト産業協議会

(JAPIC会長新日本製鐵㈱)等が推進してい

る手法。04年7月、JAPIC後援のシンポジウ

ムに、井崎市長もパネラー出演。新線沿線

の開発などを話しています。その会場で、

問題提起として行われたのが根本祐二氏

((仮称)小山小学校校舎建設等総合評価審

査委員)による、『日本で現在RFP方式が注

目される背景』という内容でした。


